
予防・調整することにより良好な近隣関係を保持し、
施策目的・

(2)目的 関する条例等に基づき、開発行為や建築行為の適正な規制・誘導を進めます。 事業目的 もって地域における生活環境の維持・向上を図る。
展開方向

事業主に対し、関係法令手続き前に近隣住民への周知・説明の実施及び市への届出・報告を指導し、事業の 事業主に対し開発行為等の周知・近隣説明を指導し、標識設置届及び説明結果報告書等を受理する。また、
計画段階から当事者間での調整の機会を確保する。また、当事者から相談があった際はこれに対応し、それ 当事者からの紛争に関する相談に対応し、紛争に発展したときは当事者から申出を受けてあっせん・調停を
でもなお紛争に発展したときは、当事者からの紛争調整の申出を受けてあっせん・調停を行う。 当該年度 行う。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

紛争に係る対応回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 紛争当事者双方の話し合いの段階で、紛争が解決される。 直接 紛争解決率（あっせん申出に至らなかった件数/事前相談件数） % 100 100

令和 4年度 紛争当事者双方の話し合いの段階で、紛争が解決される。 直接 紛争解決率（あっせん申出に至らなかった件数/事前相談件数） % 100

令和 5年度 紛争当事者双方の話し合いの段階で、紛争が解決される。 直接 紛争解決率（あっせん申出に至らなかった件数/事前相談件数） % 100

行政の民事不介入の原則から、法律の枠内で事業を計画する事業主と現状の生活環境を守ろうとする住民との間に立つ行政が、
(7)事業実施上の課題と対応 直接、紛争の解決に当たることはできない。当事者同士に何らかの「妥協点」を見出すための場を確保する紛争予防条例の制度 代替案検討 ○有 ●無

を用いて対応する。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

建築・開発行為等に係る紛争の相談 0 事業主に対する紛争予防に関する指導 0 事業主に対する紛争予防に関する指導 0 事業主に対する紛争予防に関する指導 0
標識設置届・説明結果報告書等の受理 0 標識設置届・説明結果報告書等の受理 0 標識設置届・説明結果報告書等の受理 0
建築・開発行為等に係る紛争の相談 0 建築・開発行為等に係る紛争の相談 0 建築・開発行為等に係る紛争の相談 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.3 0.3 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 2,670 2,670 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,175 2,670 2,670 2,225 2,225
(11)単位費用

725千円／回 890千円／回 534
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

開発行為等により建築物の建築が計画され、近隣住民から日照の確保や工事に伴う騒音など事業者と紛争が生じたときに ●①事前確認での想定どおり
、当事者の話し合いの場を提供するあっせんや、あっせんによる解決の見込みがないときに調停移行の勧告を行うなど、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 市が紛争解決にむけて側面から支援していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

建築・開発事業者の計画周知や近隣住民への説明を行い、当事者間の調整が図られ、紛争の発生は防がれた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が中立的な立場で、事業主に対して、住民の生活環境への

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 影響に配慮した計画とすることや、計画の周知と近隣住民へ
□その他 　促進された の説明を早期に丁寧に実施するよう働きかけ、当事者間での

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 調整を促し、紛争の発生を未然に防ぐため。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
開発行為等の計画段階において当事者間の調整機会を確保するとともに、紛争予防条例逐条解説を公表し、事業主・近隣
住民双方が主体となって調整するよう指導・相談に対応している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当事者間での調整が図られ、条例に基づく紛争の調停やあっせんはなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,670 △495 2,670 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△22.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.75

% 10万円 3.75 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 765 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 開発行為等の紛争に係る調停 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,670 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

無秩序な開発を防止し、適正な土地利用を実現するため、都市計画法をはじめとする関係法令や開発行為に 建築、開発行為等に係る事業主と近隣住民との紛争を



じた良好な住環境を形成するため、また、新たな都市の発展を担う都市的土地利用を図るた
施策目的・

(2)目的 法により、良好な市街地整備を進めます。また、施行中の我孫子駅前土地区画整理事業と布佐駅南側まちづ 事業目的 め、地区計画制度を活用してまちづくりを推進する。
展開方向

くり事業の早期完了をめざします。
・良好な住環境の形成や、産業の振興など新たな都市の発展を担う都市的土地利用を図るため、地区計画制 ・地区計画区域内の行為について、届出を受理し審査を行う。
度の活用を検討し、適切な地区計画を定める。 ・相当規模の良好な開発行為について、地区計画の導入を誘導する。
・地区計画区域内では、建築等の行為について地区計画の届出を受理し、地区計画に適合するよう適切な助 当該年度 ・産業振興など新たな都市の発展を担う都市的土地利用を図るため、地区計画制度の活用を検討し、適切な
言・指導を行う。 執行計画 　地区計画を定める。

(3)事業内容 内　　容 ・地区計画のルールが住民や地権者、事業者へ正しく周知されるようＰＲに努め、必要に応じて運用基準書 ・出前講座等の実施（随時）
の見直しを行う。

届出のあった地区計画の審査件数 想定値 50当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 54

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地区計画のルールに適合した計画となるよう、適切な助言・指導を行う。 直接 届出のあった地区計画の審査件数 件 55 50

令和 4年度 地区計画のルールに適合した計画となるよう、適切な助言を行う。 直接 届出のあった地区計画の審査件数 件 50

令和 5年度 地区計画のルールに適合した計画となるよう、適切な助言を行う。 直接 届出のあった地区計画の審査件数 件 50

ルール不適合事例の発生原因を究明し、ルールが住民や地権者、事業者へ正しく周知されるよう対応する。
(7)事業実施上の課題と対応 都市計画制度についてのＰＲ方法を検討する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地区計画の届出の受理・審査 地区計画の届出の受理・審査 地区計画の届出の受理・審査 地区計画の届出の受理・審査
地区計画導入の誘導 地区計画導入の誘導 地区計画導入の誘導 地区計画導入の誘導
燃料費（公用車） 96 燃料費（公用車） 85 45 燃料費（公用車） 85 燃料費（公用車） 85

産業誘致に係る地区計画の検討・調整 産業誘致に係る地区計画の検討・調整 産業誘致に係る地区計画の調整・決定
パートタイム会計年度任用職員（事務 1,860 1,860 パートタイム会計年度任用職員（事務 1,920 パートタイム会計年度任用職員（事務 1,965
補助職員）１人　報酬 補助職員）１人　報酬 補助職員）１人　報酬
パートタイム会計年度任用職員（事務 202 199 パートタイム会計年度任用職員（事務 208 パートタイム会計年度任用職員（事務 213

実施内容 補助職員）１人　職員手当 補助職員）１人　職員手当 補助職員）１人　職員手当
パートタイム会計年度任用職員（事務 317 306 パートタイム会計年度任用職員（事務 326 パートタイム会計年度任用職員（事務 326

(8)施行事項
費　　用 補助職員）１人　社会保険料 補助職員）１人　社会保険料 補助職員）１人　社会保険料

パートタイム会計年度任用職員（事務 4 0
補助職員）１人　費用弁償
【令和4年3月補正】
パートタイム会計年度任用職員（事務
補助職員）１人　費用弁償 △4 0

予算(決算)額 合　　計 96 合　　計 2,464 2,410 合　　計 2,539 合　　計 2,589
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 96 2,464 2,410 2,539 2,589

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.1 0.1 0.6 0.6
正職員人件費 4,350 890 890 5,340 5,340

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,446 3,354 3,300 7,879 7,929
(11)単位費用

63.51千円／件 67.08千円／件 61.11
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地区の特性に応じた良好な住環境の形成するため、また、新たな都市の発展を担う都市的土地利用を図るためには、都市 ●①事前確認での想定どおり
計画法に基づく地区計画制度を活用したまちづくりを推進する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地区計画区域内における行為の届出を受理し、審査・指導することで、地区の特性に応じた良好な住環境の形成が図られ
た。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 都市計画法において市長に届出をすることが定められている

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 地区計画策定時には、住民説明会や個別説明を実施し、権利 住民主体のまちづくりを推進するため、市ホームページや出 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 者との合意形成を図る。 前講座等を活用した地区計画制度の周知や啓発、大規模な分 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 譲宅地の開発事業主への啓発に努める。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 手賀沼の水辺環境や周辺の住環境との調和に配慮しながら、 地区計画区域内の行為の届出について審査し、周辺の自然環 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 地区計画を策定する。 境や住環境との調和に配慮した地区計画の内容に適合してい ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している るかの確認や指導を行う。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
55 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

届出件数が想定を上回ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 55 110
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,354 1,092 3,300 98.39
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

担当職員数が削減されたため

24.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 公用車の燃料費が削減できたとともに、届出件数が想定

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 を上回ったため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.49

件 10万円 1.67 112.08

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 768 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 地区計画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,358 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,354 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61003 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

快適でくらしやすいまちをつくるため、地区の特性をいかしながら、地区計画や土地区画整理事業などの手 地区の特性に応



利用を誘導をするため、都市計画に関する情報を適切に管理し
施策目的・

(2)目的 域地区を適正に配置するとともに、地区の状況に応じて必要な見直しを行います。また、市街化調整区域で 事業目的 、市民や事業者等に情報提供する。
展開方向

は、自然環境の保全・創出に努めるとともに、新たな都市の発展を担う都市的土地利用について検討します
地形の改変や都市計画の決定・変更に伴い、都市計画図や生産緑地標識等を修正・更新するなどして、都市 ・都市計画情報を適正に管理し、円滑かつ迅速に提供するため、統合型ＧＩＳを導入する。
計画情報を適切に管理する。また、都市計画法第３条第３項に基づき、市民や事業者に対して都市計画情報 ・市民や事業者に対して、統合型ＧＩＳシステムによる公開・照会、都市計画図等の販売、各種証明書の発
を提供するため、統合型ＧＩＳシステムを導入して都市計画情報を公開・照会するとともに、都市計画図等 当該年度 行などにより、都市計画情報の提供を行う。
の販売、各種証明書の発行などを行う。 執行計画 ・生産緑地地区の変更に伴い生産緑地標識を撤去・処分する。

(3)事業内容 内　　容

都市計画情報に関するホームページアクセス件数 想定値 12,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 都市計画に関する知識の普及と正確かつ迅速な都市計画情報の提供を行う。 直接 都市計画情報に関するホームページアクセス件数 件 27,220 12,000

令和 4年度 都市計画に関する知識の普及と正確かつ迅速な都市計画情報の提供を行う。 直接 都市計画情報に関するホームページアクセス件数 件 12,000

令和 5年度 都市計画に関する知識の普及と正確かつ迅速な都市計画情報の提供を行う。 直接 都市計画情報に関するホームページアクセス件数 件 13,000

市民や事業主が市の保有する都市計画情報等を活用して土地利用を検討できるよう、他市での取り組みなどを参考に、統合型Ｇ
(7)事業実施上の課題と対応 ＩＳシステムにより公開する情報の拡大を検討する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

都市計画に関する情報の照会 都市計画に関する情報の照会 都市計画に関する情報の照会 都市計画に関する情報の照会
都市計画関連諸証明の交付 都市計画関連諸証明の交付 都市計画関連諸証明の交付 都市計画関連諸証明の交付
ＨＰや広報などによる情報発信 ＨＰや広報などによる情報発信 ＨＰや広報などによる情報発信 ＨＰや広報などによる情報発信
都市計画図等の販売 都市計画図等の販売 都市計画図等の販売 都市計画図等の販売
生産緑地看板撤去・運搬処分委託 149 生産緑地看板撤去・運搬処分委託 189 128 生産緑地看板撤去・運搬処分委託 189 生産緑地看板撤去・運搬処分委託 2,154

＊ 都市計画基本図修正業務委託 18,227 ＊ 統合型GISシステムの導入 0 0 統合型ＧＩＳによる情報の管理提供 616 統合型ＧＩＳによる情報の管理提供 616
＊ 統合型GISシステムの導入検討 0 （予算は情報政策課で一括計上） 特定生産緑地指定図書・台帳の作成 0

実施内容 ＊ 統合型ＧＩＳによる情報の管理提供 0 0
特定生産緑地指定図書・台帳の作成 0 0

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 18,376 合　　計 189 128 合　　計 805 合　　計 2,770
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 18,376 189 128 805 2,770

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.55 0.55 0.45 0.35
正職員人件費 5,655 4,895 4,895 4,005 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,031 5,084 5,023 4,810 5,885
(11)単位費用

2千円／件 0.42千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・都市計画法第３条第３項に「地方公共団体は、都市の住民に対し、都市計画に関する知識の普及及び情報の提供に努め ●①事前確認での想定どおり
なければならない。」とあるため。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・紛争の予防や、適正な土地利用の誘導を図る必要性があるため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

都市計画に関する情報について、法に基づき適切に対応したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 都市計画法に基づいて行う事業であるため、市が実施する必

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
27,220 12,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ホームページの改善や窓口での案内により、情報提供の手段が改善されたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 27,220 226.83
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,084 18,947 5,023 98.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

78.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ホームページの改善や窓口での案内により、情報提供の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 手段が改善されたため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 236.03

件 10万円 541.91 229.59

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 769 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 都市計画に関する情報の管理・提供 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,084 千円 (うち人件費 4,895 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地区特性等に応じた適正な土地利用を実現するため、市街化区域では、都市計画で定める用途地域などの地 適正に都市計画の見直しを行うとともに土地



地域などの地 各課が進めている土地利用や都市基盤整備等の事業や計画について、都市計画の視点からの調整を図りなが
施策目的・

(2)目的 域地区を適正に配置するとともに、地区の状況に応じて必要な見直しを行います。また、市街化調整区域で 事業目的 ら、市の特性を踏まえた良好なまちづくりの実現を図る。
展開方向

は、自然環境の保全・創出に努めるとともに、新たな都市の発展を担う都市的土地利用について検討します
・庁内各課が土地利用を伴うまちづくりを進めるにあたって、各法令の規制やまちづくりの方向性等との整 ・年間を通じて良好なまちづくりを推進する観点から関係各課と調整を行う。
合を図る上で、都市計画法に基づき秩序ある土地利用を計画的に推進していく視点での意見を求められた際 ・庁内関係課と調整するとともに、市民や都市計画審議会などから幅広く意見を聴き、人口減少・少子高齢
、法による土地利用の規制誘導だけでなく、本市の特性を踏まえた総合的な観点からの調整を行う。 当該年度 化をはじめとした社会情勢の変化に対応して、都市計画マスタープランの見直しを行う。
・現在の都市計画マスタープランは平成２４年度に改訂し、計画期間が令和３年度までとなっている。この 執行計画 ・千葉県都市協会会議、先進地への視察及び都市計画に関する研修会への参加

(3)事業内容 内　　容 間の基本構想の見直し、社会情勢の変化や土地利用動向などの本市を取り巻く状況の変化を踏まえ、都市計 ・千葉東葛間広域幹線道路建設促進期成同盟会会議、千葉北西連絡道路検討会等への参加
画マスタープランの見直しを行う。 ・公園坂通りの整備に向け、沿道住民等との将来イメージの共有を図り、庁内関係課と調整を進める。
・「千葉県都市協会」、「千葉東葛間広域幹線道路建設促進期成同盟会」「千葉北西連絡道路検討会」の構 関係各課との調整実施率（調整完了件数/相談・課題発生件数） 想定値 100当該年度
成団体として、調査研究・要望活動等への参加 単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 都市計画の観点から適正な意見、調整を行い、市の特性を踏まえた良好な土地利用誘導を行う。 間接 関係各課との調整実施率（調整完了件数/相談・課題発生件数） % 100 100

令和 4年度 都市計画の観点から適正な調整を行い、市の特性を踏まえた良好な土地利用誘導を行う。 間接 関係各課との調整実施率（調整完了件数/相談・課題発生件数） % 100

令和 5年度 都市計画の観点から適正な調整を行い、市の特性を踏まえた良好な土地利用誘導を行う。 間接 関係各課との調整実施率（調整完了件数/相談・課題発生件数） % 100

都市計画マスタープランの見直しにあたっては、上位計画や関連計画の見直し状況を踏まえ、市民や都市計画審議会などからの
(7)事業実施上の課題と対応 意見を広く聴き、市民にわかりやすく、社会情勢の変化に的確に反映させて見直す必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・都市計画関連打合、先進地視察等旅費 14 ・都市計画関連打合、先進地視察等旅費 17 17 ・都市計画関連打合、先進地視察等旅費 17 ・都市計画関連打合、先進地視察等旅費 17
・研修旅費 3 ・研修旅費 3 3 ・研修旅費 3 ・研修旅費 3
・有料道路・駐車場使用料 1 ・有料道路・駐車場使用料 1 0 ・有料道路・駐車場使用料 1 ・有料道路・駐車場使用料 1
・研修負担金 12 ・研修負担金 12 12 ・研修負担金 12 ・研修負担金 12
・千葉県都市協会負担金 25 ・千葉県都市協会負担金 25 25 ・千葉県都市協会負担金 25 ・千葉県都市協会負担金 25
・千葉東葛間広域幹線道路建設促進 18 ・千葉東葛間広域幹線道路建設促進 18 18 ・千葉東葛間広域幹線道路建設促進 18 ・千葉東葛間広域幹線道路建設促進 18
期成同盟会負担金 期成同盟会負担金 期成同盟会負担金 期成同盟会負担金

実施内容 ・関係機関との調整 ・関係機関との調整 ・関係機関との調整 ・関係機関との調整
＊ ・都市計画マスタープランの見直し 0 ＊ ・都市計画マスタープラン策定支援 7,871 4,840 ＊ ・都市計画マスタープラン印刷製本費 50 ＊

(8)施行事項
費　　用 業務委託

【令和4年3月補正】
＊ ・都市計画マスタープラン策定支援 △3,031

業務委託

予算(決算)額 合　　計 73 合　　計 4,916 4,915 合　　計 126 合　　計 76
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 73 4,916 4,915 126 76

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.3 1.3 1.3 0.9 0.9
正職員人件費 11,310 11,570 11,570 8,010 8,010

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,383 16,486 16,485 8,136 8,086
(11)単位費用

758.87千円／回 164.86千円／% 164.85
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

関係各課が自らの所管として進めるまちづくりには、土地利用を伴うものが多い。そのため、他の課との横のつながりを ●①事前確認での想定どおり
密接にし、十分な調整を行い、市の特性を踏まえた良好なまちづくりを実現していく必要がある。都市計画課は都市計画 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 法に基づく最も基本的な土地利用を所管していることから、まちづくりに関しては意見調整を求められることが多く、さ ○要
   背景は？(事業の必要性) まざまな調整会議に参加している。市としての良好なまちづくりを実現するため、都市計画の視点から常時提案していく ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

必要がある。 必要に応じて関係機関及び関係部署と都市計画の観点からの調整が図れたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市基本構想及び県が定める都市計画区域の整備・開発及び保

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 全の方針に則す市町村の方針として、都市計画マスタープラ
□その他 　促進された ンを策定し、市の関係課と連携し、適切な土地利用の規制と

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 、主に産業振興や地域資源を活用した土地利用の誘導を進め
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された る必要があるため。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 都市計画マスタープランの見直すにあたっては、市民公募委 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 員や学識経験者等で組織する都市計画審議会や関係機関から ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り の意見、市ホームページ等を活用して募集した意見を踏まえ ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している て案を作成し、パブリックコメントを実施した。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 また今後、施策や具体的な取り組みの方向性を検討するにあ ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 たっては、地元や関係課の協力事業者、関係機関等の意見を

踏まえて調整を行う。
＜その他の内容＞
事業内容に応じて、計画等の方向性等を新たに定める場合は、市民等の意見が反映できるように、関係課の事業実施時に
は事業者や関係機関等の意見を踏まえて調整を図る。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

調整を円滑に実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,486 △5,103 16,485 99.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△44.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.61

% 10万円 0.61 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 770 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 都市計画に関する総合調整 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,517 千円 (うち人件費 11,570 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,486 千円 (うち人件費 11,570 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地区特性等に応じた適正な土地利用を実現するため、市街化区域では、都市計画で定める用途



、土地利用、都市施設の整備、市街地開発事業に関する都市計
施策目的・

(2)目的 域地区を適正に配置するとともに、地区の状況に応じて必要な見直しを行います。また、市街化調整区域で 事業目的 画の案について、千葉県等と協議・調整を図りながら、都市計画の決定・変更の案を策定し、都市計画審議
展開方向

は、自然環境の保全・創出に努めるとともに、新たな都市の発展を担う都市的土地利用について検討します 会を開催するなどして、都市計画の決定・変更等を行う。
市民や利害関係人への縦覧・意見聴取を行うとともに、千葉県等と協議・調整を図りながら、都市計画審議 都市計画決定・変更等の必要に応じて、都市計画審議会を開催
会での諮問・答申を得たうえで、都市計画の決定・変更を行う。 都市計画データの収集・分析
都市計画に関する各種調査を通して、基礎データの収集・分析を行う。 当該年度 都市計画現況調査、建築物動態調査等
生産緑地法に基づき、利害関係人の同意を得て、税務署等の関係機関との協議、都市計画審議会での意見聴 執行計画 生産緑地法に基づく特定生産緑地の指定

(3)事業内容 内　　容 取を行ったうえで、特定生産緑地の指定を行う。

審議会の回数 想定値 2当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 諮問事項、協議事項等､市長の諮問に応じた都市計画に関する事項の調査審議 直接 審議案可決率（可決件数/変更案件数） % 100 100

令和 4年度 諮問事項、協議事項等､市長の諮問に応じた都市計画に関する事項の調査審議 直接 審議案可決率（可決件数/変更案件数） % 100

令和 5年度 諮問事項、協議事項等､市長の諮問に応じた都市計画に関する事項の調査審議 直接 審議案可決率（可決件数/変更案件数） % 100

特定生産緑地の指定は生産緑地地区の当初指定から30年が経過する令和4年11月24日を過ぎるとと行うことができないため、指
(7)事業実施上の課題と対応 定スケジュールを地権者等の利害関係人に丁寧に周知し、余裕をもって関係機関と協議する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

都市計画審議会委員報酬 77 都市計画審議会委員報酬 77 70 都市計画審議会委員報酬 77 都市計画審議会委員報酬 77
会議録筆耕翻訳料 66 会議録筆耕翻訳料 66 0 会議録筆耕翻訳料 66 会議録筆耕翻訳料 66
都市計画決定図書用大判図面印刷費 68 都市計画決定図書用大判図面印刷費 10 2 都市計画決定図書用大判図面印刷費 30 都市計画決定図書用大判図面印刷費 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 211 合　　計 153 72 合　　計 173 合　　計 193
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 211 153 72 173 193

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.95 0.7 0.7 1 1
正職員人件費 8,265 6,230 6,230 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,476 6,383 6,302 9,073 9,093
(11)単位費用

4,238千円／回 3,191.5千円／回 3,151
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　都市計画決定・変更の必要時に、良好な都市づくりに寄与するためにも都市計画審議会を遅滞なく開催し､都市計画法 ●①事前確認での想定どおり
に基づく法的手続きを行い､都市計画決定を行う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

都市計画の決定・変更案件について、都市計画審議会への諮問・答申を経て、都市計画の決定・変更を予定通り行うこと
ができたため、想定通りとする。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令にもとづく手続きのため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民公募委員の都市計画審議会への出席 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
都市計画審議会委員として市民が参加しているほか、都市計画法に基づく縦覧により、広く市民や利害関係人から意見を
求めている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

都市計画の決定・変更案件について、都市計画審議会への諮問・答申を経て、都
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

市計画の決定・変更を予定通り行うことができたため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,383 2,093 6,302 98.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

24.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.57

% 10万円 1.59 101.27

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 771 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 都市計画の見直し（決定・変更）事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,383 千円 (うち人件費 6,230 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地区特性等に応じた適正な土地利用を実現するため、市街化区域では、都市計画で定める用途地域などの地 都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため



事業の円滑な施行を図るため、都市計画法第５３
施策目的・

(2)目的 域地区を適正に配置するとともに、地区の状況に応じて必要な見直しを行います。また、市街化調整区域で 事業目的 条に基づく規制を行う。また、緑地を保全するとともに、都市計画施設の用地を確保するため、生産緑地法
展開方向

は、自然環境の保全・創出に努めるとともに、新たな都市の発展を担う都市的土地利用について検討します 第８条に基づき、生産緑地地区内の建築規制を行う。
・都市計画法第５３条に基づく建築許可事務 ・年間を通じて、申請のあった都市計画法第５３条に関する申告書、都市計画法第５３条の許可書、５３条
・「都市計画施設等の区域内における建築の許可等に関する規則」の見直し検討 に関する証明書を審査して受理、交付発行業務を行う。
・生産緑地法第８条に基づく行為に関する許可事務 当該年度 ・生産緑地法第８条に基づく行為に関する許可事務

執行計画
(3)事業内容 内　　容

届出のあった都市計画法第５３条に関する申告書、都市計画法第５３ 想定値 10当該年度
条の許可書、５３条に関する証明書の審査件数 単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ・正確かつ迅速に申告書、許可書、証明書を交付する。 直接 届出のあった都市計画法第５３条に関する申告書、都市計画法第５３ 件 11 10
条の許可書、５３条に関する証明書の審査件数

令和 4年度 ・正確かつ迅速に申告書、許可書、証明書を交付する。 直接 届出のあった都市計画法第５３条に関する申告書、都市計画法第５３ 件 10
条の許可書、５３条に関する証明書の審査件数

令和 5年度 ・正確かつ迅速に申告書、許可書、証明書を交付する。 直接 届出のあった都市計画法第５３条に関する申告書、都市計画法第５３ 件 10
条の許可書、５３条に関する証明書の審査件数

「都市計画施設等の区域内における建築の許可等に関する規則」の見直し検討及び「生産緑地法第８条に基づく行為に関する許
(7)事業実施上の課題と対応 可事務に係る規則、審査基準」の検討 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・都市計画法第５３条に基づく建築 ・都市計画法第５３条に基づく建築 ・都市計画法第５３条に基づく建築 ・都市計画法第５３条に基づく建築
許可事務 許可事務 許可事務 許可事務
・都市計画関係法令要覧等図書購入 89 ・都市計画関係法令要覧等図書購入 89 89 ・都市計画関係法令要覧等図書購入 89 ・都市計画関係法令要覧等図書購入 89
・生産緑地法第８条に基づく行為に ・生産緑地法第８条に基づく行為に ・生産緑地法第８条に基づく行為に ・生産緑地法第８条に基づく行為に
関する許可事務 関する許可事務 関する許可事務 関する許可事務

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 89 合　　計 89 89 合　　計 89 合　　計 89
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 89 89 89 89 89

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 3,045 2,225 2,225 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,134 2,314 2,314 2,314 2,314
(11)単位費用

313.4千円／件 231.4千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

将来にわたって、都市計画事業の適正かつ円滑な施行を図るため、都市計画法第５３条に基づき都市計画施設等の区域内 ●①事前確認での想定どおり
における建築を規制するとともに、都市計画施設の用地を確保するため、生産緑地法第８条に基づき生産緑地区域内の行 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 為を制限する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法に基づき適切に建築を規制したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令において許可することができるのは市であることが定め

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 られているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
11 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請件数が想定を下回ったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7 70
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,314 820 2,314 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

26.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 申請件数が想定を下回ったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.43

件 10万円 0.3 69.77

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 773 課コード 0701 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 都市計画施設に関する建築規制 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,314 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地区特性等に応じた適正な土地利用を実現するため、市街化区域では、都市計画で定める用途地域などの地 都市計画施設等の区域内における建築について、都市計画



、県道、幹線市道等の整備状況、位置づけ、将来交通量、未整備路線整備の費用対効果
施策目的・

(2)目的 が進める広域的な幹線道路の計画や整備に合わせて、幹線道路網の見直しを行います。 事業目的 等を踏まえ、幹線道路網について調査・検討を行うとともに、必要に応じて見直しを行う。
展開方向

また、千葉北西連絡道路の計画に合わせて、影響する事業や活用する手法の抽出・検討を行う。
長期未整備都市計画道路についての見直し方針（H25年度）に基づき、市内の交通状況や道路の整備状況な ・交通状況の調査・確認、課題の整理
どを見極めながら、必要な見直しを行う。 ・千葉北西連絡道路の計画により影響のある事業や活用する手法の抽出・検討
千葉北西連絡道路の計画について、我孫子市の掲げている自然環境の保全、良好な住環境の維持、保全等の 当該年度 ・千葉北西連絡道路の計画に合わせた都市計画の見直し調整・検討
方針を損なうことのないよう、また、我孫子市の発展に寄与する道路となるよう、我孫子市としての必要な 執行計画 ・関係機関・部署との調整、外部への情報提供

(3)事業内容 内　　容 意見、提案、要望を行う。

千葉県等関係機関との協議、調整の回数 想定値 2当該年度
単位 調整

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 道路交通状況の調査・確認、課題の整理・調整・検討・対応 直接 千葉県等関係機関との協議、調整の回数 回 2 2
千葉北西連絡道路の計画に対する影響事業や活用手法等の調整・検討

令和 4年度 道路交通状況の調査・確認、課題の整理・調整・検討・対応 直接 千葉県等関係機関との協議、調整の回数 回 2
見直し路線の決定・変更。千葉北西連絡道路に合わせた都市計画の見直し

令和 5年度 道路交通状況の調査・確認、課題の整理・調整・検討・対応 直接 千葉県等関係機関との協議、調整の回数 回 2
千葉北西連絡道路の計画に合わせた都市計画の見直し
長期未整備都市計画道路の見直し路線について都市計画変更手続きに入るためには、住民の意見収集等の事前調査が必要となる

(7)事業実施上の課題と対応 。 代替案検討 ○有 ●無
千葉北西連絡道路の計画に合わせた都市計画の見直しが必要となる。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・都市計画の見直し検討 ・都市計画の見直し検討 ・都市計画の見直し検討 ・都市計画の見直し検討
・関係機関・部署との調整 ・関係機関・部署との調整 ・関係機関・部署との調整 ・関係機関・部署との調整
・市民への広報活動 ・市民への広報活動 ・市民への広報活動 ・市民への広報活動
（広報や市ホームページ等） （広報や市ホームページ等） （広報や市ホームページ等） （広報や市ホームページ等）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.05 0.05 0.3 0.3
正職員人件費 3,045 445 445 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,045 445 445 2,670 2,670
(11)単位費用

1,522.5千円／調整 222.5千円／調整 222.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市民生活に密接な道路について、現状把握、問題箇所の調査・検討は常に行なっていく必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
・長期未整備都市計画道路について、H25年度に決定した都市計画道路の見直し方針に基づき、都市計画変更手続きを行 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・千葉北西連絡道路の計画に対して、円滑で快適な自動車流動を確保するとともに、道路周辺の住環境や安全性にも配慮 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

し、我孫子市として有効な道路計画となるように、さまざまな検討を行う必要がある。 国において、本市の住環境や自動車交通、沿道土地利用などに大きく影響する千葉北西連絡道路の検討が進められており
、国の検討状況を把握し、市の幹線道路網の計画と調整する必要があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国・県・沿線自治体で構成される期成同盟会や検討会に出席

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 し、本市の幹線道路網の計画と調整する必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
千葉北西連絡道路の計画策定にあたっては、市民意見を聴取する。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 千葉北西連絡道路の計画策定にあたっては、手賀沼を意識し 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している たルート設定とする。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

千葉北西連絡道路検討会への出席、期成同盟会としての要望活動を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 445 2,600 445 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

85.39

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.45

回 10万円 0.45 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
国において千葉北西連絡道路の検討が進められており、本市の幹線道路網の見直しに必要であるため、現状通り推進する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 777 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 幹線道路網に関する調査・検討 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成13年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 445 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

将来交通需要の変化に対応しながら、市内における円滑で効率的な幹線道路網を形成していくため、国や県 都市計画道路や国道



物の表示または設置について、屋外広告物法や千葉県屋外広告物条例等に基づき審査・許可等を行
施策目的・

(2)目的 計画区域内行為の事前協議・届出を通じて、民間建築物などの景観誘導を進めるとともに、公共事業では先 事業目的 い、良好な景観の形成と風致の維持ならびに公衆に対する危害の防止を図る。
展開方向

導的な優れた景観づくりを進めます。
○千葉県屋外広告物条例に基づく屋外広告物の表示または設置に係る許可申請等について、審査・許可等を ○年間を通して屋外広告物の表示または設置に係る許可申請等の審査・許可等を行う。
行う。 ○市民と協働で違反広告物の簡易除却活動を行う（月１回程度）。
○屋外広告物法や千葉県屋外広告物条例等に違反している屋外広告物の簡易除却及び設置者への指導を行う 当該年度 ○９月１０日の「屋外広告物の日」に合わせて、広報あびこやホームページに屋外広告物の表示または設置
。 執行計画 に関するルールを掲載し、周知を図る。

(3)事業内容 内　　容 ○広報あびこやホームページで、屋外広告物の表示または設置に関するルールについて周知を図る。

屋外広告物等表示（設置）許可申請書の受理件数 想定値 50当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 72

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 屋外広告物の表示または設置に関するルールの浸透と、表示者・設置者等のモラルの向上 間接 違反広告物の簡易除却件数 件 1,331 1,200

令和 4年度 屋外広告物の表示または設置に関するルールの浸透と、表示者・設置者等のモラルの向上 間接 違反広告物の簡易除却件数 件 450

令和 5年度 屋外広告物の表示または設置に関するルールの浸透と、表示者・設置者等のモラルの向上 間接 違反広告物の簡易除却件数 件 400

屋外広告物の表示または設置に係る許可等の事務や、違反広告物の簡易除却および指導事務は、関係法令の解釈力や判断力、交
(7)事業実施上の課題と対応 渉力などが求められる業務であるため、行政経験を有する職員の継続的な配置が必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

違反広告物簡易除却用消耗品費 15 違反広告物簡易除却用消耗品費 15 14 違反広告物簡易除却用消耗品費 15 違反広告物簡易除却用消耗品費 15
パートタイム会計年度任用職員（事務 2,009 パートタイム会計年度任用職員（事務 2,009 2,009 パートタイム会計年度任用職員（事務 2,009 パートタイム会計年度任用職員（事務 2,009
補助職員）１人　報酬 補助職員）１人　報酬 補助職員）１人　報酬 補助職員）１人　報酬
パートタイム会計年度任用職員（事務 142 パートタイム会計年度任用職員（事務 218 218 パートタイム会計年度任用職員（事務 218 パートタイム会計年度任用職員（事務 218
補助職員）１人　職員手当 補助職員）１人　職員手当 補助職員）１人　職員手当 補助職員）１人　職員手当
パートタイム会計年度任用職員（事務 349 パートタイム会計年度任用職員（事務 345 345 パートタイム会計年度任用職員（事務 345 パートタイム会計年度任用職員（事務 345
補助職員）１人　社会保険料 補助職員）１人　社会保険料 補助職員）１人　社会保険料 補助職員）１人　社会保険料

実施内容 パートタイム会計年度任用職員（事務 49 パートタイム会計年度任用職員（事務 4 0 パートタイム会計年度任用職員（事務 4 パートタイム会計年度任用職員（事務 4
補助職員）１人　費用弁償 補助職員）１人　費用弁償 補助職員）１人　費用弁償 補助職員）１人　費用弁償

(8)施行事項
費　　用 【令和２年９月補正】 【令和4年3月補正】

パートタイム会計年度任用職員（事務 △41 パートタイム会計年度任用職員（事務 △4
補助職員）１人　費用弁償 補助職員）１人　費用弁償

予算(決算)額 合　　計 2,523 合　　計 2,587 2,586 合　　計 2,591 合　　計 2,591
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 523 587 163 591 591

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 2,000 □特会 ■受益 □基金 □その他 2,000 2,423 □特会 ■受益 □基金 □その他 2,000 □特会 ■受益 □基金 □その他 2,000
換算人数(人) 0.25 0.5 0.5 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 4,450 4,450 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,698 7,037 7,036 4,816 4,816
(11)単位費用

78.3千円／件 140.74千円／件 97.72
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

屋外広告物法に基づく千葉県屋外広告物条例の事務処理権限の委譲を受けているため、当該条例に基づく事務や指導を行 ●①事前確認での想定どおり
わなければならない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

千葉県屋外広告物条例に基づく屋外広告物の許可事務を行うことにより、景観に配慮した屋外広告物の設置誘導が可能で
ある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 屋外広告物の表示等について、千葉県屋外広告物条例の規定

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に基づき審査・指導を行った。また、このうち我孫子市景観
□その他 　促進された 条例の対象となるものについては、市の景観形成基本計画で

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 定める屋外広告物の色彩基準等に適合するよう、指導を行っ
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された た。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 違反広告物除去サポート団体又は違反広告物除去サポーター 市民ボランティアとともに、違反広告物の簡易除去活動を定 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り の登録を受けた市民団体や市民と協働で、違反広告物の簡易 期的に実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 除却活動を行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 我孫子市景観条例及び我孫子市景観形成基本計画で、手賀沼 我孫子市景観形成基本計画で定めている「手賀沼ふれあいラ ●①想定どおり
□②生き物と共存している 周辺を重点的に景観形成を推進すべき「手賀沼ふれあいライ イン特定地区」の規制に基づき、手賀沼及び周辺の自然環境 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している ン特定地区」に指定し、屋外広告物の表示面積や高さについ や景観と調和した屋外広告物の掲出誘導を行った。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している て他の地区より厳しい基準を設け、自然景観と調和したもの ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 となるよう誘導している。 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,331 1,200 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

明確な理由は不明だが、これまでの簡易除去活動が功奏していると考える。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 669 179.37
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,037 △2,339 7,036 99.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△49.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 これまでの簡易除去活動が功奏していると考える。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 17.05

件 10万円 9.51 179.28

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 780 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 屋外広告物の許可申請事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,041 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,037 千円 (うち人件費 4,450 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 65002 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地区の個性をいかし、調和のとれた景観を創出するため、景観アドバイザー制度などを活用しながら、景観 屋外広告



団体として、民間の建築物等のまちなみとの調和やデザインの向上を図り、我孫子
施策目的・

(2)目的 計画区域内行為の事前協議・届出を通じて、民間建築物などの景観誘導を進めるとともに、公共事業では先 事業目的 らしい景観形成を推進するため、我孫子市景観条例及び我孫子市景観形成基本計画に基づき、民間事業者が
展開方向

導的な優れた景観づくりを進めます。 行う建築行為や開発行為等の景観誘導を進める。
○民間事業者による住宅の建築や工作物の設置など、景観法及び我孫子市景観条例に基づく届出が必要な行 年間を通して景観誘導や指導・要請等の事務を行う。
為について、事前協議のなかで、周囲の景観と調和した形態意匠や敷地の緑化などの景観誘導を図る。
○事前協議において、必要に応じて景観アドバイザーによる専門的なアドバイスを行う。 当該年度
○一定規模以上の太陽光発電設備を設置しようとする事業者に、「我孫子市太陽光発電設備の適正な設置を 執行計画

(3)事業内容 内　　容 図るための手続きに関する条例」に基づく必要な手続きを行うよう指導する。また、太陽光発電設備の設置
場所が、条例で定める特に景観等に悪影響を及ぼす懸念のある区域に該当する場合は、設置の自粛を要請す
る。 景観計画区域内行為届出書の受理件数 想定値 80当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 105

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 景観法に基づく届出のあった全ての行為について、景観誘導に係る協議を整える。 直接 景観誘導協議済率 % 100 100

令和 4年度 景観法に基づく届出のあった全ての行為について、景観誘導に係る協議を整える。 直接 景観誘導協議済率 % 100

令和 5年度 景観法に基づく届出のあった全ての行為について、景観誘導に係る協議を整える。 直接 景観誘導協議済率 % 100

景観誘導等に係る事務は、関係法令の解釈力や判断力、交渉力などが求められる業務であるため、行政経験を有する職員の継続
(7)事業実施上の課題と対応 的な配置が必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

景観アドバイザー報酬 44 景観アドバイザー報酬 33 0 景観アドバイザー報酬 33 景観アドバイザー報酬 33
パートタイム会計年度任用職員（事務 2,009
補助職員）１人　報酬
パートタイム会計年度任用職員（事務 141
補助職員）１人　職員手当
パートタイム会計年度任用職員（事務 340
補助職員）１人　社会保険料

実施内容 パートタイム会計年度任用職員（事務 4
補助職員）１人　費用弁償

(8)施行事項
費　　用 【令和２年９月補正】

パートタイム会計年度任用職員（事務 △193
補助職員）１人　報酬
パートタイム会計年度任用職員（事務 △13
補助職員）１人　職員手当

予算(決算)額 合　　計 2,332 合　　計 33 0 合　　計 33 合　　計 33
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,332 33 0 33 33

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.65 0.65 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 5,785 5,785 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,247 5,818 5,785 4,038 4,038
(11)単位費用

62.47千円／件 72.73千円／件 55.1
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

建築物や工作物等は、良好な都市景観を形成する重要な要素であり、景観法及び我孫子市景観条例等に基づき、事業者へ ●①事前確認での想定どおり
の景観誘導を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

景観法及び我孫子市景観条例等に基づく届け出制度は、良好な都市景観の保全、形成において有効である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 景観法及び我孫子市景観条例の規定により、景観行政団体で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あるが市が主導して実施しなければならない事業である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 良好なまちなみを形成するため、建築物等の色彩や緑化、外 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 構について、事前協議等を通じて県間に配慮した工夫を事業 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 者に依頼した。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民や事業者の理解・協力を得て、建築物の外壁等に係る基準内の色彩使用や敷地の緑化等により、良好な景観づくりを
進めている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 我孫子市景観条例及び我孫子市景観形成基本計画で、手賀沼 手賀沼や手賀沼沿いの自然景観との調和を図るため、手賀沼 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 周辺を重点的に景観形成を推進すべき「手賀沼ふれあいライ に接近する区域の建築物に使用できる色彩を他の区域より制 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している ン特定地区」に指定し、建築物の外壁や屋根の色彩等につい 限しており、この制限に基づき当該区域の建築物等について

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している て他の地区より厳しい基準を設け、自然景観と調和したもの 景観誘導を行った。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 となるよう誘導している。 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事前協議制度により、建築の計画段階で協議を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,818 429 5,785 99.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.72

% 10万円 1.73 100.58

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 781 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 景観計画区域内行為の景観誘導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,818 千円 (うち人件費 5,785 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 65002 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地区の個性をいかし、調和のとれた景観を創出するため、景観アドバイザー制度などを活用しながら、景観 景観法に基づく景観行政



好な景観を形成するうえで先導的な役割を担っており、我孫子らしい景観形成
施策目的・

(2)目的 計画区域内行為の事前協議・届出を通じて、民間建築物などの景観誘導を進めるとともに、公共事業では先 事業目的 を推進するため、我孫子市景観条例及び我孫子市景観形成基本計画に基づき、それらの整備に係る景観誘導
展開方向

導的な優れた景観づくりを進めます。 を進める。
○公共施設や公共サインの整備にあたり、必要に応じて景観アドバイザーに専門的なアドバイスを求めなが ○公共施設や公共サインの整備を予定している部署と、随時協議を行い景観誘導を図る。
ら、我孫子市景観形成基本計画や我孫子市公共サイン計画に基づき景観誘導を図る。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

公共事業に係る景観協議の実施件数 想定値 5当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 周囲の環境と調和した公共施設や公共サインの整備により、良好な景観を形成する 間接 景観誘導協議済率 % 100 100

令和 4年度 周囲の環境と調和した公共施設や公共サインの整備により、良好な景観を形成する 間接 景観誘導協議済率 % 100

令和 5年度 周囲の環境と調和した公共施設や公共サインの整備により、良好な景観を形成する 間接 景観誘導協議済率 % 100

公共サインの外国人対応として、過去に作られたものはローマ字表記となっているが、今後の新設や改修にあたっては、多言語
(7)事業実施上の課題と対応 表記とすることが求められる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

景観アドバイザー報酬 44 景観アドバイザー報酬 44 0 景観アドバイザー報酬 44 景観アドバイザー報酬 44

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 44 合　　計 44 0 合　　計 44 合　　計 44
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 44 44 0 44 44

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.35 0.35 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 3,115 3,115 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,219 3,159 3,115 2,269 2,269
(11)単位費用

554.75千円／件 631.8千円／件 778.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共施設や公共サインは、良好な都市景観を形成する重要な要素の１つであり、整備や改修にあたっては、我孫子市景観 ●①事前確認での想定どおり
条例等に基づき景観誘導を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

手賀沼ふれあいライン特定地区内の公共施設改修及び一般地区での近隣センター外部改修と周辺の景観に影響を及ぼす可
能性のある施設の外観検討が行われた。色彩等の指導・提案をはじめ景観誘導は、環境づくりに重要であったと考える。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 外観の変更を伴う公共施設の改修等を計画している担当部署

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 と事前協議し、景観条例等で定める景観づくりの基準との適
□その他 　促進された 合について審査、指導するとともに、周辺の景観と調和する

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 色彩選びや緑化について、必要に応じて景観アドバイザーに
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 助言を求めながら提案を行った。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 我孫子市景観条例及び我孫子市景観形成基本計画で、手賀沼 公共施設の外壁等の周辺の自然環境と調和する色彩を用いる ●①想定どおり
□②生き物と共存している 周辺を特に重点的に景観形成を推進すべき「手賀沼ふれあい よう、助言・提案を行った。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している ライン特定地区」に指定し、建築物の外壁や屋根の色彩等に

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ついて、他の地区より厳しい基準を設けている。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画変更が可能な段階で協議を行うよう、各部署に周知を図ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,159 △940 3,115 98.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△42.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.17

% 10万円 3.21 101.26

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 782 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 公共事業における景観誘導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,159 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 65002 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地区の個性をいかし、調和のとれた景観を創出するため、景観アドバイザー制度などを活用しながら、景観 公共施設や公共サインは、良



まち並みを形成するため、既存の景観ポイントの保全や、新たな景観ポイントの整備等を行う。
施策目的・

(2)目的 の情報発信を進め、景観づくり市民団体などと協働して啓発事業を実施します。また、魅力あるまち並みの 事業目的
展開方向

保全・育成を図るため、地域の景観づくりに携わる市民団体や地域住民、事業者とともにハケの道の沿道緑
○良好な景観づくりに取り組む市民団体「ハケの道プロジェクト会議」と協働で、ハケの道の魅力化を図る ○「ハケの道プロジェクト会議」が行うハケの道沿道への植栽等の活動を、年間を通して支援する。
ための具体的な取り組みを検討・実施する。 ○我孫子市景観審議会を開催（予定開催回数：２回）し、景観形成に関する重要事項の調査・審議を行う。
○我孫子市景観審議会を開催し、景観形成に関する重要事項について、専門家等による調査・審議を行う。 当該年度 ○オオバン通り沿道の緑化について、令和元年度に試験植樹したハナミズキの生育状況等を市民団体と協働
○景観法で定める「景観重要樹木」に指定されている三樹荘のスダジイ等について、定期的に経過観察を行 執行計画 で観察し、必要に応じて消毒等を行う。

(3)事業内容 内　　容 い、必要に応じて治療等を施し保全を図る。
○我孫子市の顔である我孫子駅南口から手賀沼までのまち並みをより魅力的なものとするため、オオバン通
り沿道の緑化を図る。 ハケの道沿道の緑化修景の支援回数 想定値 3当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ハケの道沿道の緑化修景を進める。 直接 市民団体によるハケの道沿道における植栽活動の支援回数 回 3 3

令和 4年度 ハケの道沿道の緑化修景に対する取り組みの効果が視認できる。 直接 市民団体によるハケの道沿道における植栽活動の支援回数 回 3

令和 5年度 ハケの道沿道の緑化修景に対する取り組みが増え、効果がさらに視認できる。 直接 市民団体によるハケの道沿道における植栽活動の支援回数 回 3

魅力的な景観ポイントの多くが民有地であることや、新たな景観ポイントの整備にあたっては住民生活への配慮が不可欠である
(7)事業実施上の課題と対応 ことから、土地所有者や住民等の理解と協力を得ながら本事業を進めていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市民団体によるハケの道の修景活動への 0 市民団体によるハケの道の修景活動への 0 0 市民団体によるハケの道の修景活動への 0 市民団体によるハケの道の修景活動への 0
支援 支援 支援 支援
景観審議会委員報酬 21 景観審議会委員報酬 49 25 景観審議会委員報酬 49 景観審議会委員報酬 49
景観審議会会議録筆耕翻訳料 20 景観審議会会議録筆耕翻訳料 40 0 景観審議会会議録筆耕翻訳料 40 景観審議会会議録筆耕翻訳料 40

＊ オオバン通り沿道への試験植樹経過観察 0 【令和4年3月補正】 オオバン通り沿道への試験植樹経過観察 0 オオバン通り沿道への試験植樹経過観察 0
景観審議会会議録筆耕翻訳料 △20 景観重要樹木倒伏・枯損防止事業委託料 61
オオバン通り沿道への試験植樹経過観察 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 41 合　　計 69 25 合　　計 89 合　　計 150
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 41 69 25 89 150

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 4,005 4,005 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,956 4,074 4,030 4,094 4,155
(11)単位費用

1,318.67千円／回 1,358千円／回 4,030
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

魅力ある景観は、市民の地元に対する愛着や誇りの醸成に寄与するとともに、市外在住者にとって訪問・移住の動機づけ ●①事前確認での想定どおり
になり得る要素である。まちの活性化を図るうえで、良好な景観形成は重要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ハケの道やオオバン通りの緑化修景は、市の玄関口である我孫子駅周辺エリアの魅力化に資する取り組みであるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 緑化修景作業に必要な資材の貸し出しや人的支援を行い、市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 民団体の活動を支援している。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域の景観づくりに携わる市民団体と協働で、ハケの道やオ 市民団体と協働で、ハケの道の緑化修景やオオバン通りに試 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り オバン通りの沿道の魅力化に取り組んでいる。 験植栽した樹木の管理等を行った。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 手賀沼をはじめとする周辺の自然環境との調和を意識しなが ハケの道の緑化修景に用いる植物は、周辺の自然環境との調 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ら、市民団体と協働でハケの道の魅力化に取り組んでいる。 和を意識して品種を選定している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民団体による修景活動の回数が、当初の予定から減少となったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 33.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,074 △118 4,030 98.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市民団体による修景活動の回数が、当初の予定から減少

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 となったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

回 10万円 0.02 28.57

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 783 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 景観ポイント整備・誘導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,094 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,074 千円 (うち人件費 4,005 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 65001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が我孫子市の景観に誇りと愛着を感じられるよう、魅力的な景観ポイントや市民の優れた景観活動など 魅力ある



には、多くの市民が我孫子の魅力ある景観を知り、興味・関心を持つことが重要
施策目的・

(2)目的 の情報発信を進め、景観づくり市民団体などと協働して啓発事業を実施します。また、魅力あるまち並みの 事業目的 であるため、景観づくり市民団体との協働による景観形成に関する情報発信及び啓発を継続的に進める。
展開方向

保全・育成を図るため、地域の景観づくりに携わる市民団体や地域住民、事業者とともにハケの道の沿道緑
○イベントへの出展やパンフレットの発行・配布等により、景観に関する情報発信と啓発を行う。 ○「我孫子のいろいろ八景歩き」を景観づくり市民団体と協働で実施する。
○景観づくり市民団体の活動を支援する。 ○イベント等に出展し、我孫子のいろいろ八景のＰＲ活動を行う。
○市内の魅力的な景観ポイントを巡る街歩きイベント「我孫子のいろいろ八景歩き」を実施する。 当該年度 ○「我孫子のいろいろ八景歩きコースマップ」等の改訂・増刷を行い、市民や市外在住者に広く配布する。

執行計画 ○我孫子のいろいろ八景を紹介するパネル展示を、市内外の公共施設等で実施する。
(3)事業内容 内　　容 ○景観づくり市民団体の活動を年間を通して支援する。

「我孫子のいろいろ八景歩き」の実施回数 想定値 4当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多くの人に景観づくりや景観行政への理解を深め、関心をもってもらう。 間接 「我孫子のいろいろ八景歩き」の実施回数 回 4 4

令和 4年度 多くの人に景観づくりや景観行政への理解を深め、関心をもってもらう。 間接 「我孫子のいろいろ八景歩き」の実施回数 回 4

令和 5年度 多くの人に景観づくりや景観行政への理解を深め、関心をもってもらう。 間接 「我孫子のいろいろ八景歩き」の実施回数 回 4

「我孫子のいろいろ八景歩き」の参加者は６０代以上の方が多く、５０代以下の世代への情報発信を強化し、幅広い世代に景観
(7)事業実施上の課題と対応 形成の重要性について普及啓発を進めていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

景観形成情報発信・啓発事業 206 景観形成情報発信・啓発事業 165 165 景観形成情報発信・啓発事業 206 景観形成情報発信・啓発事業 206
ホームページの充実 0 景観づくり市民団体の活動支援 0 0 景観づくり市民団体の活動支援 0 景観づくり市民団体の活動支援 0
市民団体支援 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 206 合　　計 165 165 合　　計 206 合　　計 206
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 206 165 165 206 206

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.55 0.55 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 4,895 4,895 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,121 5,060 5,060 4,211 4,211
(11)単位費用

1,030.25千円／回 1,265千円／回 1,265
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

良好な景観を形成し、まちの魅力を高めていくためには、市民の協力が不可欠である。そのための第一歩として、多くの ●①事前確認での想定どおり
市民に景観に対する興味・関心を深めていただくことが重要であることから、当該事業を推進していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

良好な景観形成を推進していくためには、多くの市民に我孫子の景観について興味・関心を持っていただくことが肝要で
あり、景観に関する情報の発信や普及啓発活動は、そのための重要な取り組みであるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 景観づくり市民団体と共同で、市内の魅力的な景観ポイント

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 をめぐるまち歩きイベント「我孫子のいろいろ八景歩き」を
□その他 　促進された 実施した。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体と協働で「我孫子のいろいろ八景歩き」を企画・実 景観づくり市民団体と協働で、我孫子のいろいろ八景歩きを ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 施している。 企画・運営した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 「我孫子のいろいろ八景」に選定した手賀沼をはじめとする 我孫子のいろいろ八景に選ばれた市内の魅力的な自然景観の ●①想定どおり
□②生き物と共存している 魅力的な自然景観を、普及啓発活動を通して広く紹介してい PRを通して、自然環境に対する関心を喚起した。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している る。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4 4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民団体の協力により、必要な措置を講じたうえで予定どおり事業を実施できた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4 100

ため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,060 △939 5,060 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△22.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08

回 10万円 0.08 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 785 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 景観形成情報発信・啓発事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,060 千円 (うち人件費 4,895 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 65001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が我孫子市の景観に誇りと愛着を感じられるよう、魅力的な景観ポイントや市民の優れた景観活動など 良好な景観を形成するため



どの地 千葉県が行う区域区分（線引き）・区域マスタープラン見直しする際には、市の基本構想や都市計画マスタ
施策目的・

(2)目的 域地区を適正に配置するとともに、地区の状況に応じて必要な見直しを行います。また、市街化調整区域で 事業目的 ープランと整合・調整を図りながら、区域マスタープランに定める基本理念や都市計画の方針等を見直すと
展開方向

は、自然環境の保全・創出に努めるとともに、新たな都市の発展を担う都市的土地利用について検討します ともに、区域区分をはじめとした具体の都市計画等の見直しを行う。
千葉県が行う区域区分（線引き）・区域マスタープラン見直しのスケジュールに合わせて、県との調整、原 千葉県と調整をしながら、区域区分等の見直しの基礎となる都市計画基礎調査を実施する
案の作成・申出、住民対応、都市計画審議会の開催等を行う。また、都市計画法第6条に規定するおおむね
５年毎の都市計画基礎調査を千葉県と調整しながら行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

都市計画基礎調査業務の完了 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 千葉県と調整を行い、都市計画基礎調査を行う。 直接 都市計画基礎調査の進捗率 ― 100 100

令和 4年度 直接 % 0

令和 5年度 － 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・都市計画基礎調査業務委託 7,419 5,841
【令和４年３月補正】
・都市計画基礎調査業務委託 △1,578

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 5,841 5,841 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 2,000 2,000 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 3,841 3,841 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.4 0.4 0 0
正職員人件費 0 3,560 3,560 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 9,401 9,401 0 0
(11)単位費用

0千円／― 94.01千円／％ 94.01
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

区域区分（線引き）の見直しの都市計画決定権限は千葉県にあり、おおむね５年おきに県下一斉に見直しが行われる。こ ●①事前確認での想定どおり
のため県の設定したスケジュールに合わせて、見直しのための手続を進める必要がある。また、都市計画法第6条に規定 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ されている都市計画基礎調査をおおむね５年おきに行う必要がある。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

令和３年度は都市計画法第６条に規定されている都市計画基礎調査を予定通り実施したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 法令等で県が実施することが定められており、市は県に協力 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により県、市が行うこととされているため。

□提供主体が市しかない することとされている。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(―) 目標値(b)(―) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(―) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

都市計画基礎調査を予定通り実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,401 △9,401 9,401 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札差金により想定より安価に実施することができたため。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 入札差金により当初想定より安価に実施することができ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.06

― 10万円 1.06 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1996 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 区域区分等に関する都市計画の見直し 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,979 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,401 千円 (うち人件費 3,560 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地区特性等に応じた適正な土地利用を実現するため、市街化区域では、都市計画で定める用途地域な



土地区画整理事業を施行しようとする個人又は団体に対して事業化に向けた相談や助言を行う。
施策目的・

(2)目的 法により、良好な市街地整備を進めます。また、施行中の我孫子駅前土地区画整理事業と布佐駅南側まちづ 事業目的
展開方向

くり事業の早期完了をめざします。
土地区画整理事業に関する制度の仕組みをパンフレットで説明し、事業を誘導していく。 ・土地区画整理事業に係る資料等の提供を行う。

・組合、個人施行の土地区画整理事業について、新規事業の相談業務を実施する。
当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

土地区画整理事業に係る資料等の提供・照会件数 想定値 360当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 205

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 土地区画整理事業に関する資料等の提供及び相談処理 直接 土地区画整理事業に係る資料等の提供・照会件数 件 356 360

令和 4年度 土地区画整理事業に関する資料等の提供及び相談処理 直接 土地区画整理事業に係る資料等の提供・照会件数 件 360

令和 5年度 土地区画整理事業に関する資料等の提供及び相談処理 直接 土地区画整理事業に係る資料等の提供・照会件数 件 360

組合・個人施行の土地区画整理事業に係る新規事業の相談業務においては、土地区画整理事業や補助金等に高度な専門的知識を
(7)事業実施上の課題と対応 必要とする。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 10 4 旅費 2
負担金 15 15 消耗品費 10 消耗品費 10
委託料 51 51 負担金 17 負担金 17

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 76 70 合　　計 27 合　　計 29
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 76 70 27 29

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.1 0.1 0 0
正職員人件費 0 890 890 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 966 960 27 29
(11)単位費用

0千円／＊＊ 2.68千円／件 4.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

施行済みの土地区画整理事業の成果を活用するため。また、今後の施行希望者に対して市のまちづくり方針を周知するた ●①事前確認での想定どおり
め。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

施行済み事業の資料について需要があり、新規事業についても可能性がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　土地区画整理法により、事業の規模によって組合・個人施

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 行の事業認可は市が行うこととされている。
□その他 　促進された 　過去の組合施行等を含む施行済み事業の成果は市が引き継

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ぎ管理していることから市が対応する必要がある。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
土地区画整理法に基づき、審議会を設置し、意見を聞く旨定められている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
土地区画整理法に基づき、都市公園を設置している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
356 360 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定より申請件数が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 205 56.94
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 966 ― 960 99.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定より申請件数が少なかったため。

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.41

件 10万円 △15.73 △3,836.59

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2303 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 組合・個人施行による土地区画整理事業についての指導業務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 土地区画整理事業の業務全般 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 966 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61003 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

快適でくらしやすいまちをつくるため、地区の特性をいかしながら、地区計画や土地区画整理事業などの手



画や土地区画整理事業などの手 市は、道路、公園、下水道などの都市基盤を整備するため、土地区画整理事業を施行する。市の中心市街地
施策目的・

(2)目的 法により、良好な市街地整備を進めます。また、施行中の我孫子駅前土地区画整理事業と布佐駅南側まちづ 事業目的 を形成するため、土地利用の高度化と地域商業圏の拡大を図る。
展開方向

くり事業の早期完了をめざします。
事業の完了に向けて清算金の分割徴収事務を行う。 ・土地区画整理事業の清算金の分割徴収事務を行う。
※市は施行者として、我孫子駅南口約１４ヘクタールを整備し、令和２年２月１２日に換地処分を行った。 　令和７年９月３０日完了予定

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

清算金の分割納付徴収率 想定値 43当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 43

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 清算事務の実施 直接 清算金の分割納付徴収率 ％ 22 43

令和 4年度 清算事務の実施 直接 清算金の分割納付徴収率 ％ 60

令和 5年度 清算事務の実施 直接 清算金の分割納付徴収率 ％ 77

清算金の未納者への対応
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

旅費（普通、研修旅費） 5 0 旅費（普通、研修旅費） 5 旅費（普通、研修旅費） 5
【令和４年３月補正】 需用費（消耗品、燃料費他） 151 需用費（消耗品、燃料費他） 151
旅費（普通、研修旅費） △5 役務費（通信運搬、手数料 70 役務費（通信運搬、手数料 70
需用費（消耗品、燃料費他） 151 112
役務費（通信運搬、手数料） 70 17
【令和４年３月補正】
役務費（通信運搬、手数料） △53

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 168 129 合　　計 226 合　　計 226
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 168 129 226 226

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.1 0.1 0 0
正職員人件費 0 890 890 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 1,058 1,019 226 226
(11)単位費用

0千円／＊＊ 24.6千円／％ 23.7
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅前（南口）は、JR常磐線、成田線我孫子駅の南に位置し、東京都心部への通勤圏であるため人口密集度も高く、 ●①事前確認での想定どおり
またほぼ全域が商業地域及び近隣商業地域に指定されているが、家屋が未整備な在来街路に沿って密集し、スプロール化 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の傾向にある。このため、商業地として土地利用の高度化と公共施設の整備改善、健全な環境を有する市街地を整備する ○要
   背景は？(事業の必要性) ことが必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

土地区画整理事業により、道路・公園等が整備され良好な市街地が形成された。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 減価地区であるため、公共施行を行う必要があった。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 　換地処分後につき、土地区画整理審議会は開催していない ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
土地区画整理法に基づき、土地区画整理審議会を設置し意見を聞く旨が定められている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 　事業において、都市公園を設置済みである ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
土地区画整理法に基づき、都市公園を設置している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
22 43 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画的に清算金を徴収したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 43 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,058 ― 1,019 96.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.98

％ 10万円 2.06 104.04

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2304 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 我孫子駅南北土地区画整理事業の実施 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 我孫子駅前土地区画整理事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,116 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,058 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61003 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

快適でくらしやすいまちをつくるため、地区の特性をいかしながら、地区計



地区画整理事業などの手 市は、道路、公園、下水道などの都市基盤を整備するため、土地区画整理事業を施行する。市の中心市街地
施策目的・

(2)目的 法により、良好な市街地整備を進めます。また、施行中の我孫子駅前土地区画整理事業と布佐駅南側まちづ 事業目的 を形成するため、土地利用の高度化と地域商業圏の拡大を図る。
展開方向

くり事業の早期完了をめざします。
事業の完了に向けて清算金の分割徴収事務を行う。 ・土地区画整理事業の清算金の分割徴収事務を行う。
※市は施行者として、我孫子駅北口約１４ヘクタールを整備し、平成２５年７月２６日に換地処分を行った 　令和７年３月３１日完了予定
。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

清算金の分割納付徴収率 想定値 99.86当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 99.79

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 清算金の徴取事務を行う。 直接 清算徴収金の徴収割合 ％ 99.79 99.86

令和 4年度 清算金の徴取事務を行う。 直接 清算徴収金の徴収割合 ％ 99.93

令和 5年度 清算金の徴取事務を行う。 直接 清算徴収金の徴収割合 ％ 100

清算金未納者への対応
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 2 0 通信運搬費 2 通信運搬費 2
【令和４年３月補正】
通信運搬費 △2

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 2 合　　計 2
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 2 2

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.1 0.1 0 0
正職員人件費 0 890 890 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 890 890 2 2
(11)単位費用

0千円／＊＊ 8.91千円／％ 8.92
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅北口地区は、昭和４６年に我孫子駅北口の乗降階段が設置され、これを境に既成の農道に面して無秩序な宅地化 ●①事前確認での想定どおり
が進む傾向が見られる。このため、駅前広場、都市計画道路などをはじめとする公共施設及び供給処理施設を先行的に整 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 備し、都市機能の改善及び宅地の利用増進を図り、健全な市街地への基盤を作ることが必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

土地区画整理事業により、道路・公園等が設置され良好な市街地が形成された。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が施行した事業であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 換地処分後につき、土地区画整理審議会は開催していない。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
土地区画整理法に基づき、審議会を設置し、意見を聞く旨が定められている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている すでに、都市公園を設置済みである。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
土地区画整理法に基づき、都市公園を設置している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.79 99.86 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定どおり、清算金を徴収したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.79 99.93
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 890 ― 890 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 清算金の滞納が発生したため。なお、滞納者に対して督

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 促等を行っており、令和３年度未納付分は令和４年度中

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01 に納付される予定である。

％ 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2305 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 我孫子駅南北土地区画整理事業の実施 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 我孫子駅北口土地区画整理事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 892 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 890 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61003 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市計画マスタープラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

快適でくらしやすいまちをつくるため、地区の特性をいかしながら、地区計画や土



ちづくり事業に関する問い合わせに対応する。
施策目的・

(2)目的 法により、良好な市街地整備を進めます。また、施行中の我孫子駅前土地区画整理事業と布佐駅南側まちづ 事業目的
展開方向

くり事業の早期完了をめざします。
まちづくり事業に関する問い合わせへの対応。 まちづくり事業に関する問い合わせに対応する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

まちづくり事業に関する問い合わせ処理件数 想定値 1当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 まちづくり事業に関する問い合わせ処理 直接 まちづくり事業に関する問い合わせ処理件数 件 0 1

令和 4年度 まちづくり事業に関する問い合わせ処理 直接 まちづくり事業に関する問い合わせ処理件数 件 1

令和 5年度 まちづくり事業に関する問い合わせ処理 直接 まちづくり事業に関する問い合わせ処理件数 件 1

今後、まちづくりが必要になった際に事業の計画等を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

まちづくりに関する問い合わせ 0 まちづくりに関する問い合わせ 0 まちづくりに関する問い合わせ 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.05 0.05 0 0
正職員人件費 0 445 445 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 445 445 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 445千円／件 445
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・まちづくり事業に関する問い合わせ等に対応するため。 ●①事前確認での想定どおり
・今後、まちづくり事業が必要となった際に、事業の計画等を行うため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

想定どおり、まちづくり事業の成果等に関する問い合わせに対応した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が施行した事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 事業化する際は、市民と協働で地区計画等を作成する。 　事業化を予定している計画がないため、実施せず。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
事業化する際は、環境に配慮し事業を進める。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

完了した事業への問い合わせがあったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 445 ― 445 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.22

件 10万円 0.22 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2306 課コード 0701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 都市部・都市計画課

個別事業 まちづくり事業の業務全般 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 445 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 61003 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

快適でくらしやすいまちをつくるため、地区の特性をいかしながら、地区計画や土地区画整理事業などの手 平成２９年度で布佐駅南側まちづくり事業は完了したが、ま


